
 

 

 
令和２年年末賞与・一時金調査結果について 

 

 

（一社）宮城県経営者協会（会長・海輪誠東北電力㈱会長）は、このほど会員企業における令和 2

年年末賞与・一時金調査結果を取りまとめましたのでお知らせいたします。 

調査は令和2年11月から12月にかけて実施、会員企業574社のうち回答のあった集計可能な123

社について妥結結果をまとめたものです。 

回答企業の内訳は、①製造業36社（29.3％）、非製造業87社（70.7％）、②地元企業110社（89.4％）、

出先企業13社（10.6％）となっています。なお、集計した123社とは別に、3社が「支給せず」と回

答しています。 

 

全体の妥結概況  ～平均599,574円、前年年末比マイナス6.15％～ 

宮城経協がまとめた令和2年年末賞与・一時金交渉の平均妥結額（加重平均）は599,574円となっ

た。これを同一企業の前年年末の妥結実績（638,858円）と比べると、39,284円減（マイナス6.15％）

となり、4年ぶり（平成28年以来）のマイナスとなった。 

地元企業と出先企業の別でみると、地元企業110社の平均妥結額は596,203円で、同一企業の前年

年末の妥結実績(606,043円) と比べて9,840円減（マイナス1.62％）となった。一方、出先企業13

社の平均妥結額は611,560円で、同一企業の前年年末の妥結実績（755,563円）と比べて144,003円

減（マイナス19.06％）となり、地元企業、出先企業共にマイナスとなった。 

製造業36社の平均妥結額は637,048円で、同一企業の前年年末の妥結実績（715,269円）と比べて

78,221円減（マイナス 10.94％）となり、非製造業 87社の平均妥結額は 572,265円で、同一企業の

前年年末の妥結実績（583,174円）と比べて10,909円減（マイナス1.87％）となった。製造業では、

対象6業種中4業種で前年年末比マイナスとなり、非製造業では、対象6業種中3業種で前年年末比

マイナスとなった。 

規模別では、「1,000人以上」（682,952円）の平均妥結額が最も高く、次いで「300～499人」（543,112

円）、「100～199人」（542,787円）の順となった。前年年末比では、全ての規模でマイナスとなった。

特に、「300～499人」が前年年末比7.52％減と最も大きな減少となった。 

 

＊参考 調査年ごとの妥結額とアップ率 

 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 

集 計 社 数（社） 102 94 106 110 123 

妥 結 額（円） 631,976 641,628 649,173 643,286 599,574 

前年年末比（％） △1.21 2.57 0.78 1.58 △6.15 

 (注) １．全会員企業を対象に調査。 

 ２．前年年末比は同一企業の増減率。 

  ３．妥結額、前年夏季比はその年の調査結果を掲載。 

 ４．回答企業が毎年異なるため、年ごとの単純比較はできない。 

 ５．△印はマイナスを表わしている。 



 

 

 

[最終集計]

社数 ２年年末妥結額 元年年末妥結額 ２年夏季妥結額 元年年末比 ２年夏季比
社 円 円 円 ％ ％

機 械 金 属 6 783,788 807,646 776,855 △ 2.95 0.89

通 信 電 気 機 器 13 623,753 769,594 640,267 △ 18.95 △ 2.58

鉄 鋼 2 581,872 634,035 624,980 △ 8.23 △ 6.90

電 線 0 － － － － －

食 品 3 467,468 408,528 454,778 14.43 2.79

紙 ・ パ ル プ 1 － － － － －

印 刷 0 － － － － －

ゴ ム 2 315,742 419,087 286,606 △ 24.66 10.17

化 学 0 － － － － －

そ の 他 製 造 業 9 535,063 512,236 522,473 4.46 2.41

製 造 業 平 均 36 637,048 715,269 641,687 △ 10.94 △ 0.72

地 元 企 業 29 623,088 632,581 610,555 △ 1.50 2.05

出 先 企 業 7 656,757 832,011 685,641 △ 21.06 △ 4.21

運 輸 9 379,242 423,977 377,243 △ 10.55 0.53

商 業 17 428,999 462,132 417,046 △ 7.17 2.87

新 聞 ・ 放 送 4 968,741 1,009,065 849,152 △ 4.00 14.08

金 融 9 486,696 473,586 471,027 2.77 3.33

建 設 18 646,670 642,227 620,753 0.69 4.18

その他非製造業 30 680,814 675,689 678,389 0.76 0.36

非 製 造 業 平 均 87 572,265 583,174 560,481 △ 1.87 2.10

地 元 企 業 81 583,774 593,775 572,257 △ 1.68 2.01

出 先 企 業 6 434,784 456,555 419,819 △ 4.77 3.56

599,574 638,858 594,713 △ 6.15 0.82

(524,775) (544,319) (502,574) (△3.59） (4.42)

596,203 606,043 584,365 △ 1.62 2.03

(517,437) (533,802) (490,004) (△ 3.07） (5.60)

611,560 755,563 631,515 △ 19.06 △ 3.16

(586,868) (633,307) (608,931) (△ 7.33） (△ 3.62）

23 495,992 513,463 465,223 △ 3.40 6.61

20 463,744 497,758 409,674 △ 6.83 13.20

17 542,787 549,487 498,153 △ 1.22 8.96

16 468,660 490,216 455,508 △ 4.40 2.89

16 543,112 587,264 533,958 △ 7.52 1.71

13 443,825 465,768 444,671 △ 4.71 △ 0.19

18 682,952 731,270 685,908 △ 6.61 △ 0.43
(注） １．△印はマイナスを表わしている。  

２．平均欄の（   ）内は単純平均を表示。

３．集計社数が２社に満たないため数字を伏せた業種があるが、平均には含まれる。

４．令和元年年末および令和２年夏季の妥結額は、今季集計の123社のものである。

業　　　　　種

令和２年年末賞与・一時金妥結結果(加重平均)
(宮城経協調査)

令和2年12月31日
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総 平 均 123

地元企業 110
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[規模別]

49人以下

50～99人

100～199人

200～299人

300～499人

500～999人

1,000人以上

出先企業


